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別紙２ 

プロジェ

クト名 

沖縄における種苗知財戦略を核とした重イオンビーム照射による亜

熱帯農作物の新品種育成と種苗生産 

研究背景 

研究目的 

及び目標 

（研究背景） 

地球温暖化の進行により，我が国における熱帯性作物の作付面積は拡

大し，熱帯性作物の種苗需要は拡大することが予想されるが、沖縄県で

は，種苗の開発が活発でない．種苗開発の活性化は，本県の農業振興に

直接的に反映するので，種苗開発の効率化はもとより，種苗産業の振興

は重要な課題である．さらに，地理的・気候的資源を主な戦略資源とす

る沖縄県では，産業振興を促す上で，種苗開発業のような知識集約型産

業を振興することが最も重要な課題である思われる．  

 

（研究目的及び目標） 

沖縄県における亜熱帯農業を振興するためには，亜熱帯地域に適応

する品種を独自に開発しなければならない．しかし，本県には種苗開

発業が存在しない．そこで、育種技術を高度化し，品種育成に係る育

種年限を短縮できれば，沖縄県にも新規種苗開発業が起こる可能性が

ある． 

 重イオンビームやγ線照射による突然変異育種は，特にキクのよう

な栄養繁殖植物に対して育種年限の短縮の点から有効である．すなわ

ち，一度，放射線照射によって新規な遺伝変異を誘発できれば，２～

４年の短期間で品種育成が可能となる．さらに，重イオンビームは，

従来のＸ線やγ線照射に比較すると，変異のスペクトル幅が広く，新

規な遺伝変異が出現する確率が高いので，植物育種における新規技術

として注目されている． 

本研究では，重イオンビームおよびγ線照射によるキクおよびパパ

イアの新品種育成技術を開発する目的で，①組織培養システムの確

立，②γ線および重イオンビーム照射条件の設定，③変異体の効率的

選抜法の開発，のサブテーマを設け研究を実施した．①の研究サブ

テーマについて，重イオンビームの透過深度は 1～2mm なので，対象照

射物は平面的に配置しなければならない．そのため，まず，植物器官

の組織培養システムを確立した．②のサブテーマについて，重イオン

ビームの線量，致死率や植物器官・組織の部位などの照射条件を設定

することは，効率的に遺伝変異を効率的に誘発する上で重要である．

さらに，③のサブテーマでは，放射線照射後の変異体における DNA 解

析を行い，DNA マーカーを開発することにより効率的に変異体を選抜す

る手法の確立を検討した． 

 

成果概要 １） 組織培養および花色・花形変異 

重イオンビーム照射を前提としたキクの培養法として，茎節片腋芽培

養およびカルス・再分化培養システムを構築した．すなわち，茎節片

および茎片ディスクに重イオンビームを照射後，これらの組織から植

物体を育成し，遺伝変異を誘発するシステムである． 

茎節片腋芽培養およびカルス・再分化培養システムをもとに，茎節

片および茎片ディスクへ重イオンビームを照射し育成した個体の間に
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は，γ線照射で得られなかった多様な花色変異が観察された．また，

花形にも花序サイズ，花弁数や花弁サイズに冠する変異が確認され

た．これらの変異系統の間で，市場性を有すると思われる数系統を選

抜した．これら系統は，変異形質の安定性や切花生産性を検定後，品

種登録出願を予定している． 

パパイアでは，世代促進および重イオンビーム照射法の開発を意図

した胚培養システムを構築した．すなわち，パパイアの育種サイクル

は長く、播種から果実収穫まで約１年以上を要する。特に、開花から

果実収穫までの期間（５～８ヶ月）が長い。そのため、この育種サイ

クルの短縮化は重要な課題である。本研究では，まずパパイアの胚培

養システム開発した育種サイクル短縮技術の開発を検討した．次い

で，胚培養システムを利用することにより、従来の開花～採種～発芽

までの期間（約６～９ヶ月）を約３ヶ月間に短縮できることが可能で

あると考えられた。 

重イオンビーム照射では，片側子葉を除いた未熟胚の幼芽に直接照

射し，確立した胚培養システムに基づき幼植物体を育成した．照射当

代では，雄性不稔株が１個体出現した．今後，照射次代を育成し，変

異の実態を明らかにする予定である． 

 

２）遺伝変異早期選抜 

遺伝変異の早期選抜では，分枝分離法によるキクの遺伝変異の早期

固定技術と系統・品種識別技術を開発した．これらの技術を活用する

ことにより，育種年限の短縮はもとより，育成した品種の権利保護が

可能となる．特に，栄養繁殖されるキクは権利侵害を受け易い作物で

あることから，品種識別技術は沖縄における種苗知財の保護戦略の一

つとして重要となる． 

 

３）事業化の可能性と課題 

本研究開発事業により、重イオンビームおよびγ線照射によるキク

およびパパイアの品種育成技術を体系化した．すなわち，本研究で

は，１）これら作物の組織培養システムの確立，２）照射条件の設

定，３）キクの花色変異の誘発，および４）遺伝変異早期選抜技術の

開発を行い，放射線照射による効率的な育種技術を体系化した． 

放射線育種の対象品種は，既存の品種のうち実用品種として優れた

形質を備え，市場性の点からも選抜に耐え，長寿な品種が望まれる．

例えば，本研究で用いた‘沖の紅寿’は長年にわたって利用されてい

る壮健性，耐湿性，耐病性を備えたキク品種である．本研究では，‘沖

の紅寿’の有する基本的な有用形質を保持しつつ，花色のみの遺伝改

変を意図し育種を行った．その結果，多様な花色を示す数十の変異系

統が誘発された．これら系統の間には，市場性を有すると思われる優

良な系統が確認されている．このように優良品種における基本形質に

加え，花色のバリエーションを拡大し，その品種の花色シリーズを揃

えることは，市場競争力を高める上でも重要な戦略となる． 

通常，交配育種では，多数の交配母本を用意し，それぞれの交配か

ら得られた実生系統をもとに，約 10 年をかけて品種を育成する．一
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方，本研究では，放射線照射から花色変異系統を育成するまでに，わ

ずか２ヵ年を要したのみであった．品種登録出願までを含めると，照

射から約３ヵ年を要する．このように，キクのような栄養繁殖性作物

では，放射線育種における育種年限の大きなメリットである．さら

に，既存品種で発現しなかった新規な遺伝変異を誘発できることも放

射線育種のメリットである．特に，本研究でも示したように，重イオ

ンビーム照射によって得られた花色変異系統の育成は，今後の沖縄県

におけるキク品種の開発に重要な示唆を与えるものと予想される． 

パパイアは世界的に需要の大きい果樹である．しかし，品種は少な

く，もっぱら米国ハワイ州で育成された‘サンライズ ソロ’がリー

ディング品種となっている．この品種は，果実形が優れ，糖度が高い

という優良な形質を備えている．しかし，多湿に弱く，樹高が高いの

で基本的に沖縄県の栽培に適してない．本研究では，これらの形質を

改変する目的で，放射線育種を実施した．すでに，照射当代の株の間

に雄性不稔系統が出現しているので，照射次代株には新規な遺伝変異

が出現することが予想される． 

種苗開発業が成り立ちにくい要因として，（１）品種開発までの期間

が長い，（２）育種母本（遺伝資源）を有してない，などが考えられ

る．（１）については，すでに述べたような重イオンビーム利用による

効率的な品種開発を行うことで開発年限の短縮が可能である．（２）に

ついては，本研究開発事業体は，放射線育種の母本となる優良品種を

数多く有してない．そのため，現在，沖縄県花卉農業協同組合からの

キク品種開発を受託し，放射線照射による効率的に品種を開発すると

ともに，品種の開発利用権を共有できる受託事業を開始している． 

以上のように，品種育成の効率化を極め，沖縄県における種苗開発

業を成り立たせることは，農業はもとより，それを取り巻く観光産

業，食品加工業，健康食品産業など，多産業への波及する効果は大き

いものと考える． 
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